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した自然災害が，1940 年代から 1950 年代に相次いで発生し 2)，自然災害リスクに対する
社会的認知が高かったからと推察する． 
近年，自然災害の中でも発生頻度が高い台風や豪雨などの水害においては，浸水面積や







する傾向を示しており（図 1-1 参照），2000 年の東海豪雨災害のような甚大な経済被害な
どをもたらす都市部での水害，いわゆる「都市型水害」は，JR 博多駅前の地下街が浸水し
た 1999 年の福岡市，2003 年同じ福岡市，2004 年福井市，2005 年東京 23 区と，毎年のよ
うに全国各地で発生している 5)．また，時間雨量が 50mm，100mm を超えるような集中豪
雨の発生回数が近年増加傾向を示しており 6)，2004 年には観測史上最大の 10 個もの台風
が上陸し、堤防の決壊も相次ぎ，長崎水害（死者・行方不明者数 299 名 7)）が発生した
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期の合計特殊出生率に中位の仮定（1.26）を用いても 2005 年より 3,784 万人，29.6％減少















図 1-1 水害被害額及び一般資産水害密度等の推移 5) 
 







































































図 1-2 御囲堤 16) 
 
尾張側 














を公表している市町村は，2007 年 9 月 30 日時点で，対象約 1,065 市町村（市町村合併に
より対象市町村数は大幅に減少）の内，約 57.2％の 609 市町村と順調に増加しており，国
土交通省では 2009年度までに全市町村が対応するよう支援に努めるとしている 19)． 


























































































図 1-3 本論文の構成 
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には，国土交通省河川局が 2007年 11月 29日に記者発表した「水関連災害分野における地
球温暖化に伴う気候変動への適応策のあり方について（中間とりまとめ）7)」によれば，
気候変動に関する政府間パネル IPCC（ Intergovernmental Panel on Climate Change）の第
4 次評価報告書をダウンスケーリングをするなどして日本周辺の現象をより詳細に表現で
きるモデルにより検討した結果として，100 年後の降水量は現在のおおむね 1.1～1.3 倍，
最大で 1.5 倍程度となり，表 2-1，2-2 に示すように現計画が目標としている治水安全度
が著しく低下，浸水・氾濫の頻度が増えることが予測される．このような洪水リスクの増






































※1時間降雨量における年間延べ件数（全国アメダス地点 約 1,300 箇所より）   
図 2-1 1 時間降水量の年間発生回数 6) 
 
表 2-1 100 年後の計画の治水安全度 7) 
 
 
表 2-2 100 年後の降雨量の変化が治水安全度に及ぼす影響 7) 
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図 2-3 治水投資額（累計）と浸水家屋数の関係 
 

















の伸びに伴って死傷者数が減少しているが，減少傾向は 10 兆円，年次でいうと 1977（昭
和 52）年頃から止まっており，その後は概ね年間 500 人前後で推移している．ここまでの
結果から，治水投資が一定の洪水防御効果を発揮していることは明らかである．しかしそ
の一方で，近年，洪水被害の減少傾向は停滞する傾向を示しており，たとえば庄内川・新
川で東海豪雨災害前に 716 億円を投資しておけば約 5,500 億円の被害軽減が図れたという
 





























図 2-4 治水投資額（累計）と死傷者数の関係 
 





































































































































































図 2-6 浸水被害密度の経年変化 
 























































































































図 2-7 水害被害額の経年変化 
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なコミュニティを対象としたツールだけでは不十分で，普遍性のある（広く行き渡った）
ツールを活用する必要があり，そのツールとしては 2009 年度までに全ての対象市町村で
































































3 章では都市型水害における事業所被害の構造的特質について，第 4 章で洪水ハザードマ
ップの現状と課題を分析したうえで，第 5 章でリスク・コミュニケーションのための洪水
ハザードマップのあり方について考察する． 














































図 2-8 本研究の位置づけ 
 




































軽減額で，流量規模 Q0 は無害流量（被害が発生しない流量），Q6 が計画規模（河川整備
方針における計画規模，あるいは河川整備計画における目標規模）を示している．なお，
洪水は 6ケース（m=6）程度設定すると規定されている． 





























図 2-9 リスク・マネージメントシステム（案） 
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力委員会などで使用されるている定義が式(1c)，MIT による定義が式(1d)，ハインリッヒの
産業災害防止論による定義が式(1e)である． 
リスク＝被害規模×発生確率      (1c) 
リスク＝Hazards／Safety Guards 
   ＝潜在危険性／安全防護策    (1d) 























































































































図 2-10 リスク評価（案） 
 










































































図 2-11 リスク対策メニュー一覧（案） 
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第3章 都市型水害における事業所被害の構造的特質 




































東海豪雨災害は，2000年 9月 11日から 12日にかけて，名古屋市などの都市部を中心に
発生した記録的な豪雨による水害，「都市型水害」であった． 
名古屋地方気象台では，時間最大雨量 93mm，総雨量はその年の年間総雨量 1,535mm の
1/3 にも及ぶ 567mm を記録し，11 日の日雨量は観測史上過去最大であった明治 29 年の日




害は，浸水面積が約 19 ㎢，床上約 11,900 戸を含む浸水戸数が約 18,100 戸，マニュアル 4)
に基づく想定被害額は約 6,700億円に及んだ 3)． 
また，春日井市を流下し庄内川に合流する八田川では，6 箇所，延べ約 1km にわたって
洪水が堤防を越えて市街地に流れ込み，約 140戸の家屋が浸水した 5)． 
名古屋市南部を流下する 2 級河川天白川では，支川で洪水が堤防を越えて市街地に流れ
込み，天白川沿川での溢水氾濫及び内水氾濫による浸水被害は，浸水面積が約 10 ㎢，床
上約 3,800戸を含む浸水戸数が約 8,200戸，想定被害額は約 3,500億円であった 6）． 
(3)都市型水害からみた被害状況 
愛知県内における被害は，人口や産業，資産などが集中する都市部での水害であったこ
とから，浸水家屋が床上 40,688棟を含む 62,573棟，被災事業所が 7,288社，被災従業者は


















た愛知県内 21 市町で約 8 万 1,400
トン，特に新川破堤の影響を強く受
けた西枇杷島町では，通年の年間排

















表 3-1 主なインフラの被災・復旧状況 
 
 
表 3-2 他地域への波及被害（新聞検索） 
 


































表 3-3 都市型水害が発生した地域の一般的特徴 
 
 
表 3-4 都市型水害の発生形態及び被害の特徴 
 
 




































図 3-1 事業所被害の時間的構造の特質 
 
 
図 3-2 事業所被害の空間波及的構造の特質 
 



































図 3-3 事業所アンケート調査対象地域 
 
表 3-5 事業所アンケート調査地域の被災状況 
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12 年度及び 13 年度の売上高，停滞
期間及び復旧期間の日数，停滞期間
及び復旧後の売上高，平常時（平成













5,000票を郵送配布した．その結果，743票（回収率 14.9％）を郵送回収した（表 3-7）． 
以下，回収票 743 票のうち，浸水被害や営業への支障など，何らかの被害ががあったと
認められる 473 票（回収票の 63.7％）に，プレヒアリングの 6 票を加えた 479 票を対象に
分析・検討を行った． 
表 3-6 事業所アンケート調査項目 
 
 
表 3-7 事業所アンケート調査の概要 
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3-3 事業所被害の時間的構造の
特質分析 

























た（表 3-8）．水害影響期間が最も長期なのは新川上流沿川地域の A地域で 56.3日（停滞
期間；18.9 日，復旧期間；37.3 日）であった．次に長期なのが八田川沿川地域の C 地域で
40.6 日（15.5 日，25.1 日），最も短期なのが天白川沿川地域の B 地域で 19.6 日（7.9 日，
11.8日）であった． 
次に，地域別の水害影響期間の事業所割合を求めた（図 3-5）．水害影響期間が 1 カ月
を超すような長期の影響を受けている事業所の占める割合を見ると，A 地域が最も多く
 
図 3-4 時間的構造の特質に関する分析概念図 
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表 3-9 地域別の売上高の変化（N1，N2） 
 
 
図 3-5 地域別の水害影響期間（T） 
 



































B 地域の水害影響期間が A 地域及び C 地域と比較して短期なのは，前述のように A 地
 
図 3-6 地域別の売上高のプロセス 
 

































紙加工品製造業」が 75.8 日と最も長く，次いで「その他の製造業」が 64.8 日，「食料品，
たばこ」が 56.3日，「サービス」が 52.9日であった． 
 
図 3-7 業種別の停滞期間（T1)，復旧期間（T2）， 
水害影響期間（T） 
 



















































業停止日数が 6.0倍，営業停滞日数が 4.5倍に，床上 50cm未満より深い浸水深では営業停
























































変化を求めた（表 3-13）．なお，ここでも業種を 22 分類に統合して集計した．全体的に
みると，前述の地域特性の分析結果と同様に，一部の業種（「製材・木製品・家具」，
表 3-12 地域別の販売先地域の変化 
 
 

































表 3-13 業種別の販売先地域の変化 
 
 




































図 3-8 営業に支障を与えた要因 
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第4章 洪水ハザードマップの作成・活用に係る現状と課題 































































































































(注) 1.( )内は市町村数． 
図 4-1 浸水情報の掲載実態 
 
























































(注) 1.( )内は市町村数． 
図 4-2 浸水想定が複数ある場合の掲載実態 
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などを踏まえ，災害イメージの固定化による課題などを市町村に説明・助言していく必要
があると考える． 






























改正の契機となった 2004 年災では，長崎水害が発生した 1982 年以降では最大の 233 名の
風水害による死者・行方不明者が発生したが，その内，約 6 割が 65 歳以上の高齢者であ




































































氾濫水の流速 29.3(12) 7.3(3) 7.3(3) 14.6(6) 41.5(17) 24.4(10)
氾濫水の流下方向 30.0(12) 7.5(3) 15.0(6) 10.0(4) 40.0(16) 20.0(8)
氾濫水の到達時間 28.2(11) 5.1(2) 7.7(3) 5.1(2) 43.6(17) 23.1(9)
湛水時間 29.3(12) 4.9(2) 9.8(4) 9.8(4) 39(16) 24.4(10)
浸水の上昇速さ 30.0(12) 7.5(3) 10.0(4) 10.0(4) 40(16) 25.0(10)
氾濫特性を加味した水害危険度 27.0(10) 16.2(6) 10.8(4) 8.1(3) 37.8(14) 21.6(8)
地下施設等の浸水危険性 59.5(22) 5.4(2) 10.8(4) 2.7(1) 8.1(3) 24.3(9)
掲載しなかった理由
 
(注) 1.( )内は市町村数． 
図 4-3 氾濫特性情報の掲載実態 
 




















































(注) 1.( )内は市町村数． 
図 4-4 氾濫解析の対象と配布先の実態 
 

















































(注) 1.( )内は市町村数． 
図 4-5 住民の理解を深めるための取り組み実態 
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第5章 リスク・コミュニケーションのための洪水ハザードマップ
のあり方 
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行政と住民とのリスク・コミュニケーションが必要との認識のもと，そのリスク・コミュ
ニケーション・ツールとしての洪水ハザードマップの役割について述べる．以上について







ってその作成が始まり，後述する 2001 年，2005 年の水防法の改正を経てその作成が推進






















































会」を立ち上げ，2004 年 12 月には「総合的な豪雨対策についての緊急提言 15)」と，それ
に対応する「豪雨災害対策緊急アクションプラン 16)」を公表した．そのアクションプラン
に示された今後の豪雨対策の基本方針では，「送り手情報から受け手情報へ」，「災害行




















































図 5-1 洪水ハザードマップ普及の経緯 
 




















































































































































































































































































図 5-2 洪水ハザードマップの閲覧と 
危険性認識との関係 
 






























































28.1 40.9 18.2 9.9
3.0
0% 20% 40% 60% 80% 100%
11.7 40.7 12.4 29.8 5.21m未満
5.7 21.4 11.9 42.9 18.11～2m未満
6.8 12.1 10.6 34.1 36.42m以上
8.5 35.2 36.6 14.6 5.2ハザードマップを見たが予想浸水深がわからない
山田川流域（下流部）
















図 5-4 桐生市洪水ハザードマップの閲覧と洪水に 
対する安心－不安意識との関係 
 










































































































図 5-5 岐南町浸水想定区域統括マップ（岐南町ハザードブック洪水編より） 
 















































図 5-6 戸田市洪水ハザードマップ 
 









































図 5-7 粗なマップと精緻なマップの比較 
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と考えられる．そして，そのためには，第 1 章および第 2 章で述べてきたように，洪水リ
スクの社会的な認知・受容を高めることが重要と考える． 
このような認識のもと本研究では，第 3 章で，洪水被害額の正確な算出，すなわち対策
効果の適切な評価に関する研究をおこなった．そして，第 4 章および第 5 章では，洪水リ
スクを広く社会に情報発信し，洪水リスクの認知・受容を高める方策に関する研究をおこ
なった．各章における成果は下記のとおりである． 
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同マップの作成・公表，さらにはそれを用いてのリスク・コミュニケーションの実施を提
案した． 
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